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調査結果を読む際の注意

結果数値（％）は0.1％未満を四捨五入しているため、内訳の合計が計に一致しないことがある。

グラフ中のカテゴリーの順番が、調査票と異なることがある。

グラフ・表中での選択肢表記は、語句を短縮・簡略化していることがある。

職業別の集計で、職業が｢NPOなどの非営利組織のｽﾀｯﾌ(役員を含む)｣とした回答者が少数(全体の1%未満)

で職業間での比較が困難なため、同項目はグラフ・表から省略した。
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